
CASE STUDY | 三菱地所コミュニティ

　マンション・ビルの総合管理事業を中心に、リニュ
ーアル工事事業など高層住宅・商業用建築物のライフ
サイクル全般に関わる事業を展開する三菱地所コミュ
ニティ株式会社。2014年7月には三菱地所丸紅住宅サ
ービス株式会社（旧 丸紅コミュニティ株式会社）と
マンション管理事業の経営統合を行い（2016年に合
併）、相互のシステム・ノウハウを有効活用して管理
サービス品質の向上を実現しています。
　三菱地所コミュニティ株式会社 情報システム部 シ
ステムサポートグループ チーフの木村 温氏は、全国
に20以上の支店・営業所を構える同社のITインフラ
すべての運用・管理に携わっており、ルーブリックに
よるバックアップシステムの構築においても中心的な役割を担っています。

仮想化基盤へのサーバー集約を進めるなか、
バックアップの課題が顕在化
　木村氏は、三菱地所コミュニティがバックアップシステムの刷新に踏み切った経
緯をこう語ります。
　「もともとのきっかけは、2014年から丸紅コミュニティ側で進めていた業務シス
テムを仮想化基盤に集約するプロジェクトにまで遡ります。当時はサーバーごと
に個別のバックアップシステムを組んでいたのですが、仮想化基盤の構築にあたっ
て、かなり余裕のあるディスク容量を確保したこともあって、仮想化基盤用ストレ
ージのスナップショット機能で対応し、当時のバックアップシステムは不要と判断
しました。ところが、合併により両社のシステム・データの合理化を進めるなかで
仮想化基盤の有用性が認知されたことで、仮想化基盤上のサーバーが増加し、共有
ストレージの容量が圧迫されてスナップショットが取れなくなるという問題が生じ
てしまいました」
　共有ストレージの容量不足により、スナップショットに変わるバックアップシス
テムが必要になると考えた木村氏は、2016年からバックアップソリューションの
選定に着手。さまざまなソリューションを検討し、最終的に選択したのは、木村
氏自らが情報収集して候補に加えたルーブリックのアプライアンス製品「Rubrik 
r6404s」でした。
　「ハンズオンで実際に触れてみて、“なぜ、これほどのソリューションが日本で知
られていないのか”と不思議に思うほどの好感触を得ました。採用の決め手となった
のは扱いやすさ。GUIがシンプルで、1つの項目をクリックすると関連する項目がす
べて見られるなど、とにかくわかりやすかったです。必要な情報にすばやくアクセ
スできるので、運用・管理面での負荷も軽減できると感じました」と木村氏は振り
返ります。オールインワンで提供されるアプライアンス製品で、ほかの候補と比べ
て費用対効果に優れていたのも選定のポイントになったといいます。
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ITトランスフォーメーション
の成果：
仮想化基盤の構築によって業務
システムの集約を進める三菱地
所コミュニティでは、仮想化基
盤のストレージ容量がひっ迫
し、スナップショットを使った
バックアップが行えないという
課題がありました。新たに導入
したルーブリックのバックアッ
プシステムは、運用・管理の負
荷を軽減できたほか、柔軟にバ
ックアップ・リストアが行える
環境を構築することに成功しま
した。 
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ルーブリックの採用でバックアップ・リストアの
柔軟性が大幅に向上
　導入を決定したのは2019年の初頭。仮想化基盤のストレー
ジ使用量が85～90％に達し、スナップショットを削除しな
いと必要な容量が確保できないほど状況がひっ迫していたた
め、決定から発注まで1カ月程度と、導入はスピーディに進
められました。ネットワークまわりの環境整備が必要だった
こともあり、2020年7月から本格的な運用を開始。2020年
10月時点では大がかりなリストアが必要となる障害は起きて
いませんが、すでに運用面でさまざまなメリットを体感でき
ていると木村氏は語ります。
　「最初の設定を自分で行ったために少々手間取りましたが、
運用を開始してから問題はまったく発生していません。取っ
たバックアップが視覚的にわかりやすく、そこからどういっ
た処理を行うのかも簡単に設定できるので、運用面での柔軟
性は大幅に向上しています。vSphere上で見えているディス
ク容量と、実際に取れているバックアップデータの差分な
ど、スナップショットを使ったバックアップではわからなか
った要素も確認できるようになりました」
　Rubrik r6404sの高度な処理性能と10Gの回線により、バ
ックアップのスピードは「驚くほど速くなった」と木村氏は
喜びます。共有ストレージのスナップショットを使った従来
のバックアップ手法では、容量不足の問題だけでなく、ファ
イル単位の細かなリストアができないなど、柔軟性に欠ける
という課題も抱えていました。ファイルごと、ドライブごと
のリストアが容易に行えるルーブリックのバックアップソリ
ューションならば、こうした柔軟性における課題解決にも大
きな効果が期待できると木村氏。「近いうちに基幹系サーバ
ーの運用チームメンバーと、DBサーバーをファイル単位でリ
ストアするテストを行う予定です。また、vSphereのタグを
使ってバックアップのポリシーを設定する機能も活用したい
と考えています」と、ルーブリックの効果的な活用を模索し
続けています。

クラウドサービスとの連携や、DRサイトの運用
にもルーブリックを活用
　現状で、仮想化基盤とルーブリックのシステムにフルア
クセスできるのは木村氏のみですが、今後はDB管理者が
Rubrik r6404sにアクセスしてデータをリストアできる権限

を与える予定だといいます。
「今は権限の設定方法などを
チェックする段階ですが、ル
ーブリックのGUIならばマニ
ュアルを作成しなくても問題
なく使ってもらえるのではな
いかと期待しています」と木
村氏は語ります。
　さらに今後の展開として
は、導入を開始したOff i ce 
365（Microsoft 365）のバックアップにルーブリックのク
ラウド向けソリューションを導入することを検討しているほ
か、長年の課題となっていたオラクルDBのバックアップ手法
（Oracle RMAN）の変更にも、ルーブリックのバックアップ
ソリューションを活用していきたいと木村氏。ルーブリック
のさらなるサポートを期待しています。
　また、三菱地所コミュニティでは災害対策にも注力してお
り、沖縄にDRサイトを構築して2時間以内に復旧できる環境
を構築しています。同社の仮想化基盤導入プロジェクトは2
期に分けて実施される予定で、現在は第2期の改修が準備さ
れている状況です。昨今のパンデミック対策として増加した
VDI（仮想デスクトップ基盤）も含まれており、DRサイトの
運用も合わせバックアップ環境のさらなる整備が必要になり
ます。
　「まずは運用を始めたルーブリックを安定稼働させ、これを
ベースにバックアップ環境の整備を進めていきたいと考えて
います。本番サイト、DRサイトともに、一部の特殊なサーバ
ーを除いて、すべてを仮想化基盤に集約し、その側にルーブ
リックのアプライアンスを配置するというシンプルな構成を
イメージしています」と木村氏は展望を語ります。
　前述したOffice 365など、パブリッククラウドサービスの
バックアップにも対応するルーブリックは、三菱地所コミュ
ニティが取り組むDXにおいて非常に重要な役割を担います。
「現状、ルーブリックを使っていないファイルサーバーのバ
ックアップも将来的には一元化し、DXにおけるデータの管理
をルーブリックで行う環境を構築したいと考えています」と
木村氏。同社が進めるルーブリックソリューションの活用か
ら見える、DX時代に対応したバックアップの在り方には、今
後も注視していく必要があるでしょう。
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ルーブリックは、インスタント・アプリケーション・アベイラビリティにより、ハイブリッ
ド・クラウド環境における確実 なリカバリやデータ検索、そしてクラウド化への対応が可能と
なります。市場をリードするCloud Data Management プラットフォームは、わずか数秒でセル
フサービスによるアクセスや、自動的な保護ポリシーの適用、大規模なアプリケー ションデー
タの検索や分析、さらにはランサムウェアからのリカバリなどを実現し、エンタープライズ環
境におけるデータ 保護やアプリケーションのさらなる活用をもたらします。 
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